
農業就業人口及び基幹的農業従事者数
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・「農業就業人口」とは、15歳以上の農家世帯員のうち、調査期日前1年間に農業のみに従事し
た者又は農業と兼業の双方に従事したが、農業の従事日数の方が多い者をいう。

・「基幹的農業従事者」とは、農業就業人口のうち、ふだんの主な状態が「仕事が主」の者をいう。

農業従事者数は年々減少し、その平均年齢は６６歳。 単位：万人、歳

資料：農林業センサス、農業構造動態調査（農林水産省統計部）



認定農業者、集落営農と法人経営体数
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2018年3月末時点の認定農業者数は
前年比0.7%減少するも、このうち法人の
数は6.2%増加。
集落営農数は、近年、1万5千程度で横

ばいで推移する中、法人組織の割合 は着
実に上昇。
法人経営体数は2023年までに5万法

人とする目標が掲げられており、2018 年
は前年に比べ900法人増加の2万2,700
法人

4,986 5,272
8,700

12,511

18,857 20,800 21,800 22,700
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0
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20,000

30,000

40,000

50,000
2023年目標

50,000
法人経営体数の推移

1995 2000 2005 2010 2015 2016 2017 2018

1.9万経営体
（うち法人0.1万）

24.1万経営体
（うち法人2.4万）

認定農業者数の推移

2009 2010 2011 2013 2015 2017 2018 2019

任意組織→

法人組織→ （13％）

（35％）

13,436
集落営農

14,949
集落営農

集落営農数と法人組織の割合

資料：農林水産省「集落営農実態調査」
備考：各年２月１日時点

資料：農林水産省調べ
備考：各年３月末時点



リース方式による企業参入
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平成21年の農地法改正により、貸借であれば一般企業が農地を借りて農業に参入する
ことが可能となった。農地を利用して農業経営を行う一般法人は平成29年12月末現在
で3,030法人。

資料：農林水産省経営局調べ（平成29年12月末現在）一般法人の農業参入数の推移



人材の確保・外国人材の活用①

 農業の「働き方改革」経営者向けガイドの取りまとめ・公表

 人口減少局面を迎え、他産業との人材獲得競争が激化することが見込まれる中、農
業分野における多様な人材の確保を図るためには、魅力ある職場環境の整備が不
可欠であるという認識の下、農林水産省では農業の「働き方改革」検討会を開催。

 2018年３月に、「農業の『働き方改革』経営者向けガイド」を取りまとめ公表。

 農業支援外国人受入事業の創設（2017年９月）

 国家戦略特別区域内において、農業現場で即戦力となる一定水準以上の技能等を
有する外国人材を、就労目的で受け入れることが可能となる国家戦略特別区域農業
支援外国人受入事業が創設された（2017年 9 月施行）。

 これにより、農業者は、労働者派遣契約に基づいて、必要な時期に、一定の基準を
満たした特定機関に雇用された外国人材の派遣を受けることができるようになった。

＊実施区域の認定：京都府、新潟市、愛知県、沖縄県（2019年５月末時点）
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人材の確保・外国人材の活用②

 外国人技能実習制度（2017年11月改正）

 「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習
法）」が、2016年11月に成立し、2017年11月に施行され、外国人技能実習制度
の改正が行われた。

 農業分野では、耕種農業（施設園芸、畑作・野菜、果樹）と畜産農業（養豚、養鶏、
酪農）の２職種６作業のみが１年以上の実習の対象（2019年５月現在）。

 農業分野の技能実習生は、農作業以外に農畜産物を使用した製造・加工作業の実
習も可能に（従事割合は半分まで）。

 優良な実習実施者と監理団体に限り、実習期間の上限を最長３年から最長５年に
引き上げ、実習生の受入れ人数枠の拡大などが可能に。

 新たな特定技能制度（2019年４月創設）

 新たな特定技能制度（在留資格）が創設。農業は「特定技能1号」における分野とな
り、技能実習2号を良好に修了、又は国外試験（技能・日本語）に合格した外国人が
対象。在留期間の上限は通算で最長５年。
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人材の確保・外国人材の活用③

 農業分野の外国人材の在留資格制度の比較

16

技能実習制度 国家戦略特区
（農業支援外国人受入事業）

特定技能制度
（出入国管理及び難民認定法）

在留資格 技能実習
（実習目的）

特定活動
（就労目的）

特定技能１号
（就労目的）

在留期間 最長５年 通算で最長３年 通算で最長５年

従事可能な
業務の範囲

・施設園芸、畑作・野
菜、果樹

・養豚、養鶏、酪農

・耕種農業全般
・畜産農業全般

・耕種農業全般
・畜産農業全般

技能水準 － 農業支援活動を適切に行う
ために必要な知識・技能

受入れ分野で相当程度の
知識又は経験を必要とする
技能

日本語能力
の水準

－ 農業支援活動を行うために
必要な日本語能力

ある程度日常会話ができ、
生活に支障がない程度の
能力を有することを基本

外国人材の
受入れ主体

実習実施者（農業者
等）

派遣事業者 農業者等
派遣事業者

※ 特区事業は、特定技能制度へ段階的に移行する予定。



ITの活用とスマート農業
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農業界でもITを活用した技術開発が進んでおり、既にドローンの活用やデータを活用
した生産管理活動などがなされている。また、スマート農業の実現に向け、さまざまな研
究開発も実施されている。

 ITを活用した技術開発
• ドローン（無人飛行機）を活用して農薬を散布することにより、従来の手作業やラジコ

ンヘリによる作業と比べ、格段に楽に。また、最近ではAIとの連携も進んでおり、より
高度な農薬散布にも取り組めるようになっている（「ITの活用事例①」参照）

• 生産管理システムについても作業データを入力することにより、分析も容易にでき、
生産活動や販売活動への活用が進んでいる（「ITの活用事例②」参照）

• 農業機械もAIやITを活用し、自動運転も可能となっている

 スマート農業の実現に向けた研究開発の実施
先端技術を活用し、超省力・高品質生産を可能にする新たな農業「スマート農業」の

実現に向けて、様々な研究開発等が進められている（「スマート農業の実現に向けた研
究開発」参照）。



ITの活用事例①
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（注）ドローンを活用した農薬散布については、航空法に基づき国土交通大臣の認可を得る必要がある

佐賀県佐賀市の株式会社オプティムでは、「楽し
く、かっこよく、稼げる農業」の実現を目指し、ドロー
ンと AI の開発等に取り組んでいます。
同社では、ハスモンヨトウ（※）の幼虫の食害を受

けた大豆の葉の画像 2 千枚以上を AI に学習さ
せ、これと IoT でつながれたドローンを大豆畑で自
動飛行させることで、同幼虫の食害を受けた株に
農薬を散布する実証実験を行っています。2017年
度には、同幼虫による被害のまん延を防ぎつつ、農
薬の使用量が通常栽培の10分の1 以下に削減さ
れた高付加価値大豆の生産に成功しました。
※ 害虫の一種。幼虫は主に夜間に活動し、野菜、果物、花きなど幅広い作物に
被害をもたらす。

＜事例＞ (佐賀県)
ドローンと AI 技術を活用した、大豆のコスト削減と高付加価値化

出典 平成29年度 食料・農業・農村白書



ITの活用事例②
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＜事例＞ そうえん農場（新潟県） 2017年攻めのＩＴ経営中小企業百選 選定企業

そうえん農場は、新潟の大規模な米作り農家で、自らの自作地と近隣からの委託地
を合わせて約20ヘクタール、半径3キロ圏内に点在する約60箇所の圃場(ほじょう)
で、IT導入を活用した大規模農業経営に取り組んでいます。従来の勘と経験、手作業
によるノート管理に基づく労働集約型の農業から、ITを活用したデータに基づく生産活
動を実践し、農産物収穫量の増大による売り上げ拡大に取り組んでいます。

出典 経済産業省2017年攻めのＩＴ経営中小企業百選

同社のIT活用は、最初にクラウド型
農業生産管理システムを導入し、 作
業計画と作業日誌を元に、様々な作
業記録をデータとして残し、分析する
ことで収穫量の増加や作業効率化を
進めてきた。そのうえで大規模化に
伴って手間の増える水位管理などを
支援するクラウド型水田管理システム
を導入した。



スマート農業の実現に向けた研究開発
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AI、IoT、ロボット技術等の先端技術を活用し、超省力・高品質生産を可能にする新た
な農業「スマート農業」の実現に向けて、様々な研究開発等が進められている。

IoT技術では、2017年度に水田の水管理を
遠隔・自動制御化するシステムが開発された。

IoT技術による水田の水管理の仕組み

GPS等の位置情報を活用した農業機械の自動走行に
ついては、トラクターについては2018年までに有人監視
下でのほ場内の自動走行システムの市販化、2020年ま
でに遠隔監視下での無人システムの実現を目指し、田植
機については2019年度以降の実用化を目指し、それぞ
れ研究開発が進められている。
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